
都市公園への保育施設等の設置規制の緩和

荒川区では、保育園の新設等により１０年間で約２千人の保育利用定員の拡大を実現し、平成２６

年４月に待機児童は実質ゼロとなった。しかし、当面は人口の増加が続くとともに、女性の社会進出
により保育需要はさらに増加する見込みである。また、介護需要の増加や障がい者の社会進出等に
対応した施設のほか、住民の利便性の向上のための行政サービス提供の場についても整備が求め
られており、住宅等が密集する地域の中で都市公園を活用した良好な施設整備が必要となっている。
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都市公園内へ
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効果

○待機児解消・子育て環境の整備
○福祉施設の整備
○住民の利便性向上
○都市公園のさらなる活用

・都市公園法及び都市公園法施行令で
定める「公園施設」に保育施設、福祉施設、
区の行政窓口を位置づける

更なる区民の
利便性の向上




